
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
(財政力指数)　 町内に関西電力奥多々良木発電所があり、その固定資産税（大規模償却資産分）により類似団体を上回る税収があるた
め、０．６１となっているが、近年低下傾向（平成１５年度に比べ０．０２減少）にある。平成１７年４月１日合併により朝来市となったが、１６年度
の朝来市の財政力指数を仮試算した場合０．４７で類似団体平均０．５５をやや下回っている状況から、今後は市税の徴収強化等の歳入確
保、歳出の徹底的な見直しと施策の重点化の両立に努めることにより、財政の健全化を図る。
(経常収支比率)　 関西電力奥多々良木発電所があり、その固定資産税（大規模償却資産分）により類似団体を上回る税収があることや、ＩＳ
Ｏ１４００１による経常経費の削減を図ったことなどにより、類似団体より８３．１％と類似団体を下回っているが、比率は年々悪化している。
（前年度対比６．１％ポイント上昇）　平成１７年４月１日合併により朝来市となったが、１６年度の朝来市の経常収支比率を仮試算した場合９
２．１％で類似団体平均９３．４％をやや下回っている状況である。今後も扶助費及び公債費の増加が見込まれることから、市税等の徴収強
化等の歳入の確保、定員適正化計画による人件費の削減、行財政改革への取組を通じて経常経費を削減することにより類似団体平均の維
持に努める。
(起債制限比率)　 定期的に繰上償還を行ってきたことなどにより、類似団体平均をやや下回っている。平成１７年４月１日合併により朝来市
となったが、１６年度の朝来市の起債制限比率を仮試算した場合９．３％で類似団体平均１１．７％を下回っている状況である。今後は、公債
費の増加が予想されるため、緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、起債依存型の事業実施を見直し類似団体の水準を
維持できるよう努める。
(人口１人当たり地方債現在高)　 類似団体平均の１．６倍と大きく上回っており、主な要因として過疎対策事業等の実施によるものである。
平成１７年４月１日合併により朝来市となったが、１６年度の朝来市の数値を試算した場合でも２．０倍であり新規地方債の発行の抑制等によ
り類似団体平均値に近づけるよう努める。
(ラスパイレス指数)　 合併前の朝来町では類似団体平均を下回る９４．２％となっている。平成１７年４月１日合併により朝来市となったが、
朝来市のラスパイレス指数を試算した場合９５．３％であり類似団体をやや下回っている状況である。今後も給与の適正化に努め、現在の水
準を維持する。
(人口１，０００人当たり職員数)　 合併前の朝来町では定員適正化計画により類似団体平均をやや下回っている。平成１７年４月１日合併に
より朝来市となったが、市の定員適正化計画の目標として平成１７年４月１日現在の職員数５０２人から１０年間で１３２人を純減し、平成２７
年４月１日には３７０人を目標とする。


